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法令及び定款に基づくインターネット開示事項 
 

連結株主資本等変動計算書 
連 結 注 記 表 
株主資本等変動計算書 
個 別 注 記 表 

 
第９１期（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで） 

 

 

株式会社 オ ー ナ ミ
 

｢連結株主資本等変動計算書」｢連結注記表｣「株主資本等変動計算書」及び「個別

注記表」に表示すべき事項に係る情報につきましては、法令及び定款第15条の定め

に基づき、インターネット上の当社ウエブサイト（http://www.0073.co.jp）に記

載し、ご提供いたしております。 
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連結株主資本等変動計算書 

 

 (平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで) (単位：千円)

 

 
株   主   資   本 

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計 

当 期 首 残 高 525,000 112,420 4,317,515 △ 7,776 4,947,159 

会計方針の変更による 
累 積 的 影 響 額 

36,495  36,495 

会計方針の変更を 
反映した当期首残高 

525,000 112,420 4,354,010 △ 7,776 4,983,654 

連結会計年度中の変動額   

剰 余 金 の 配 当 △ 78,437  △ 78,437 

当 期 純 利 益 336,644  336,644 

自己株式の取得 △ 454 △ 454 

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額(純額) 

  

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 258,207 △ 454 257,752 

当 期 末 残 高 525,000 112,420 4,612,217 △ 8,231 5,241,407 

 

 
その他の包括利益累計額 

少数株主持分 純資産合計 その他有価証券 
評 価 差 額 金 

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の他 の 包括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 28,430 5,736 △121,368 △ 87,200 28,020 4,887,978 

会計方針の変更による 
累 積 的 影 響 額 

  36,495 

会計方針の変更を 
反映した当期首残高 

28,430 5,736 △121,368 △ 87,200 28,020 4,924,474 

連結会計年度中の変動額    

剰 余 金 の 配 当   △ 78,437 

当 期 純 利 益   336,644 

自己株式の取得   △ 454 

株主資本以外の項目の連結 
会計年度中の変動額(純額) 

11,213 5,281 7,519 24,015 2,897 26,912 

連結会計年度中の変動額合計 11,213 5,281 7,519 24,015 2,897 284,665 

当 期 末 残 高 39,644 11,018 △113,848 △ 63,185 30,917 5,209,139 
 

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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連結注記表 
 

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等 
 1. 連結の範囲に関する事項 
    連結子会社    ３社 
    連結子会社名   大浪陸運㈱ 
             ㈱オーナミＳＢＳ 
             欧那美国際貨運代理（上海）有限公司 

 
 2. 会計処理基準に関する事項 
   (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
      有価証券 
       満期保有目的の債券……償却原価法（定額法） 
       その他有価証券 

時価のあるもの……決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全
部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定しております｡） 

時価のないもの……移動平均法による原価法 
      たな卸資産……最終仕入原価法 

 
   (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
      有形固定資産（リース資産を除く)……定率法 
 但し、船舶及び平成10年４月１日以降取得した建物（附属設備

を除く）については定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
 建 物 及 び 構 築 物  ３～65年 
 機械装置及び運搬具  ２～17年 

      無形固定資産（リース資産を除く)……定額法 
      リース資産…… 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、リース期

間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており
ます。 
なお、リース取引に関する会計基準の改正適用初年度開始前の
所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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   (3) 重要な引当金の計上基準 
貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ
いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計
上しております。 

賞 与 引 当 金……従業員賞与の支給に備えるため、従業員に対する支給見
込額を計上しております。 

役 員 賞 与 引 当 金……役員に対して支給する賞与に備えるため、当連結会計年
度における支給見込額に基づき計上しております。 

役員退職慰労引当金……役員退職慰労金の支給に備えるため、役員退職金内規に
基づく期末基本退職金額を計上しております。 

特 別 修 繕 引 当 金……船舶の定期的な検査改修に要する費用に備えるため、改
修費の見積額の当連結会計年度対応額を計上しております｡ 

 
   (4) 退職給付に係る負債の計上基準 
       退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に

おける見込額に基づき計上しております。 
       退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間

に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。 
       数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間内の一定年数（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ
発生の翌連結会計年度より費用処理しております。 

       未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部における
その他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。 

 
   (5) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理……税抜方式によっております。 
 

会計方針の変更 
(退職給付に関する会計基準等の適用) 
 ｢退職給付に関する会計基準｣（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付
会計基準」という｡）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針
第25号 平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」という｡）を、退職給付会計基準第35
項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当連結会計年度より適用
し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間
定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法を平均残存勤務期間に
近似した期間に対応する安全性の高い利回りから、単一の加重平均割引率を使用する方法へ
変更いたしました。 
 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱い
に従っており、当連結会計年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変
更に伴う影響額を利益剰余金に加減しております。 
 この結果、当連結会計年度の期首の退職給付に係る負債が56,705千円減少し、利益剰余金
が36,495千円増加しております。また、当連結会計年度の損益に与える影響は軽微でありま
す。 
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連結貸借対照表に関する注記 
 1. 有形固定資産の減価償却累計額 4,790,772千円
 2. 担保に供している資産及び担保に係る債務 
    (担保資産) 

土地 2,404,181千円
建物及び構築物 1,011,821千円
合 計 3,416,003千円

 
    (担保付債務) 

長期借入金 111,360千円
１年内返済予定の長期借入金 57,728千円
合 計 169,088千円

    上記の他、有価証券1,448千円を土地賃借契約保証金として大阪市へ供託しております。 
 3. 受取手形裏書譲渡高 332,471千円

 

連結株主資本等変動計算書に関する注記 
 1. 発行済株式総数に関する事項 

 
株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式 10,500,000株 ― ― 10,500,000株 

 
 2. 新株予約権に関する事項 
    該当事項はありません。 

 
 3. 配当に関する事項 
  (1) 配当金支払額 

 

決 議 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成26年５月９日 
取締役会 

普通株式 78,437千円 7.5円
平成26年 
３月31日 

平成26年 
６月９日 

 
  (2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度後

となるもの 
 

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額 

１株当たり
配当額 

基準日 効力発生日 

平成27年５月11日 
取締役会 

普通株式 利益剰余金 104,567千円 10.0円
平成27年 
３月31日 

平成27年 
６月８日 
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金融商品に関する注記 
 1. 金融商品の状況に関する事項 

  (1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達につ

いては銀行借入及び社債発行による方針であります。デリバティブ取引については利用

しておりません。 

  (2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形及び売掛金、並びに電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒

されております。当該リスクについては、与信管理を徹底し、取引先ごとの期日管理及

び残高管理を行うとともに、取引先の信用状況を把握する体制としております。 

投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務

上の関係を有する企業の株式であり、定期的に把握された時価が取締役会に報告されて

おります。 

営業債務である支払手形及び買掛金の支払期日はすべて１年以内であります。 

短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金及びリース債務は主に

設備投資に係る資金調達であります。変動金利の借入金は金利変動リスクに晒されてお

りますが、借入を行う場合には取締役会に報告されております。 

 

 2. 金融商品の時価等に関する事項 

平成27年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこ

れらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困

難と認められるものは、次の表には含めておりません。(注２） 
(単位：千円) 

 

 
連結貸借対照表
計上額(＊) 

時価(＊) 差額 

(1) 現金及び預金 1,046,363 1,046,363 ― 

(2) 受取手形及び売掛金 2,157,422 2,157,422 ― 

(3) 電子記録債権 94,373 94,373 ― 

(4) 有価証券 
満期保有目的の債券 

 
1,448 

 
1,455 

 
6 

(5) 投資有価証券    

その他有価証券 76,678 76,678 ― 

(6) 支払手形及び買掛金 (  698,010) (  698,010) ― 

(7) 短期借入金 ( 1,290,000) ( 1,290,000) ― 

(8) 長期借入金（１年内返済予定の
  長期借入金含む) 

( 1,112,668) ( 1,102,496) 10,171 

 
(＊) 負債に計上されているものは、( ) で示しております。 
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   (注１) 金融商品の時価の算定方法及び有価証券並びにデリバティブ取引に関する事項 
(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、並びに(3) 電子記録債権 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価
額によっております。 

(4) 有価証券及び(5) 投資有価証券 
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券等は取引金融機関か
ら提示された価格によっております。 

(6) 支払手形及び買掛金、並びに(7) 短期借入金 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価
額によっております。 

(8) 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金含む） 
長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿
価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利に
よるものは元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引
いて算定する方法によっております。 

   (注２) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 
 

区分 連結貸借対照表計上額(千円) 

非上場株式 64,000 
 

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる
ため、｢(5) 投資有価証券」には含めておりません。 

 
賃貸等不動産に関する注記 
賃貸等不動産の状況及び時価等に関する事項 
 1. 賃貸等不動産の概要 

当社グループは、大阪府及びその他の地域において賃貸用の倉庫等（土地を含む）を
有しております。 

 
 2. 賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額及び決算日における時価並びに当該時価の算定方

法 
(単位：千円) 

 
連結貸借対照表計上額 時価 

548,244 880,856 
 

(注) 1. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 
2. 時価の算定方法 

主要な物件については不動産調査価格を基準に必要な補正を行って算定しており
ますが、重要性が乏しい物件については、一定の評価額や適正に市場価格を反映
している指標を合理的に調整した金額であります。 

 

１株当たり情報に関する注記 
  １株当たり純資産額 495円20銭
  １株当たり当期純利益 32円19銭
 

 
  



〆≠●0 
01_0093510092706.docx 
㈱オーナミ様 招集／別冊／WEB開示分 2015/05/16 17:29:00印刷 7/14 

― 7 ― 

株主資本等変動計算書 
 

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで) (単位：千円)

 

 

株   主   資   本 

資 本 金 
資 本 剰 余 金 利益剰余金 

資 本 準 備 金 資本剰余金合計 利益準備金 

当 期 首 残 高 525,000 112,420 112,420 131,250 

会計方針の変更による 
累 積 的 影 響 額 

 

会計方針の変更を 
反映した当期首残高 

525,000 112,420 112,420 131,250 

当 期 中 の 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当  

当 期 純 利 益  

自己株式の取得  

固定資産圧縮積立金の積立  

固定資産圧縮積立金の取崩  

株主資本以外の項目の 
当期中の変動額(純額) 

 

当期中の変動額合計 ― ― ― ― 

当 期 末 残 高 525,000 112,420 112,420 131,250 
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株 主 資 本 

利 益 剰 余 金 

そ の 他 利 益 剰 余 金 
利益剰余金合計 固定資産圧縮

積 立 金
別 途 積 立 金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 906,080 1,046,920 2,191,472 4,275,723 

会計方針の変更による 
累 積 的 影 響 額 

36,495 36,495 

会計方針の変更を 
反映した当期首残高 

906,080 1,046,920 2,227,968 4,312,218 

当 期 中 の 変 動 額  

剰 余 金 の 配 当 △ 78,437 △ 78,437 

当 期 純 利 益 306,957 306,957 

自己株式の取得  

固定資産圧縮積立金の積立 47,542 △ 47,542 ― 

固定資産圧縮積立金の取崩 △ 9,315 9,315 ― 

株主資本以外の項目の 
当期中の変動額(純額) 

 

当期中の変動額合計 38,226 ― 190,293 228,519 

当 期 末 残 高 944,307 1,046,920 2,418,261 4,540,738 
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株 主 資 本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自 己 株 式 株主資本合計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算 
差 額 等 合 計 

当 期 首 残 高 △ 7,776 4,905,367 28,430 28,430 4,933,797 

会計方針の変更による 
累 積 的 影 響 額 

36,495  36,495 

会計方針の変更を 
反映した当期首残高 

△ 7,776 4,941,862 28,430 28,430 4,970,293 

当 期 中 の 変 動 額   

剰 余 金 の 配 当 △ 78,437  △ 78,437 

当 期 純 利 益 306,957  306,957 

自己株式の取得 △ 454 △ 454  △ 454 

固定資産圧縮積立金の積立 ―  ― 

固定資産圧縮積立金の取崩 ―  ― 

株主資本以外の項目の 
当期中の変動額(純額) 

11,213 11,213 11,213 

当期中の変動額合計 △ 454 228,065 11,213 11,213 239,278 

当 期 末 残 高 △ 8,231 5,169,927 39,644 39,644 5,209,572 
 

(注) 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 



〆≠●0 
01_0093510092706.docx 
㈱オーナミ様 招集／別冊／WEB開示分 2015/05/16 17:29:00印刷 10/14 

― 10 ― 

個別注記表 
 

重要な会計方針 
 1. 資産の評価基準及び評価方法 

    有価証券 

     満期保有目的の債券……償却原価法（定額法） 

     子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 

     その他有価証券 

時価のあるもの…… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定

しております｡） 

時価のないもの…… 移動平均法による原価法 

    たな卸資産……最終仕入原価法 

 

 2. 固定資産の減価償却の方法 

    有形固定資産（リース資産を除く)……定率法 

  但し、船舶及び平成10年４月１日以降取得した建物（附属設備を除

く）については定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

 建  物  ３～65年 

 機械装置  ２～17年 

 船  舶  ６～10年 

    無形固定資産（リース資産を除く)……定額法 

 リース資産…… 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、リース取引に関する会計基準の改正適用初年度開始前の所有

権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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 3. 引当金の計上基準 
貸 倒 引 当 金……債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
賞 与 引 当 金……従業員賞与の支給に備えるため、従業員に対する支給見込額を

計上しております。 

役 員 賞 与 引 当 金……役員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度における
支給見込額に基づき計上しております。 

退 職 給 付 引 当 金……従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務の見込額に基づき計上しております。 
  退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末

までの期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によ

っております。 
  数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間内の一定の年数（10年）による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しておりま
す。 

  なお、退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方

法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっ
ております。 

役員退職慰労引当金……役員退職慰労金の支給に備えるため、役員退職金内規に基づく

期末基本退職金額を計上しております。 
特 別 修 繕 引 当 金……船舶の定期的な検査改修に要する費用に備えるため、改修費の

見積額の当事業年度対応額を計上しております。 

 
 4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の処理方法……税抜方式によっております。 

 

会計方針の変更 
(退職給付に関する会計基準等の適用) 
 ｢退職給付に関する会計基準」(企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付

会計基準」という｡）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針
第25号 平成27年３月26日｡）を当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方
法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基準へ変更する

とともに、割引率の決定方法を平均残存勤務期間に近似した期間に対応する安全性の高い利
回りから、単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。 
 退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱い

に従っており、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に
伴う影響額を利益剰余金に加減しております。 
 この結果、当事業年度の期首の退職給付引当金が56,705千円減少し、利益剰余金が36,495

千円増加しております。また、当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。 
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貸借対照表に関する注記 
 1. 有形固定資産の減価償却累計額 4,166,391千円

 2. 担保に供している資産及び担保に係る債務 

    (担保資産) 

土地 2,404,181千円

建物 1,011,821千円

合 計 3,416,003千円

 

    (担保付債務) 

長期借入金 111,360千円

１年内返済予定の長期借入金 57,728千円

合 計 169,088千円

    上記の他、有価証券1,448千円を土地賃借契約保証金として大阪市へ供託しております。 

 3. 保証債務 

    以下の会社の後納料金支払保証に対し、保証を行っております。 

     大浪陸運㈱ 9,800千円

 4. 受取手形裏書譲渡高 332,471千円

 5. 関係会社に対する短期金銭債権債務 

     売掛金 598,362千円

     買掛金 147,217千円

 
損益計算書に関する注記 
   関係会社との取引高 

    営業取引 

     営業収入 2,343,724千円

     営業原価 1,470,243千円

    営業取引以外の取引高 

     賃貸料 6,498千円
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株主資本等変動計算書に関する注記 
   自己株式に関する事項 
     普通株式 43,289株

 
税効果会計に関する注記 
 1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳 
   繰延税金資産 

賞与引当金 56,589千円
未払事業税 11,936千円
役員退職慰労引当金 18,640千円
退職給付引当金 220,180千円
株式評価損 10,901千円
その他 59,868千円
繰延税金資産小計 378,117千円
評価性引当額 △37,136千円
繰延税金資産合計 340,981千円

 
   繰延税金負債 

固定資産圧縮積立金 449,050千円
その他有価証券評価差額金 4,977千円
その他 1,097千円
繰延税金負債合計 455,125千円
繰延税金負債の純額 114,144千円

 
 

 2. 法人税等の税率変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 
 ｢所得税法等の一部を改正する法律｣（平成27年法律第９号）が平成27年３月31日に公布
され、平成27年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率等の引下げ等が行われるこ
ととなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効
税率は従来の35.6％から平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が見込まれる一時差
異については33.0％に、平成28年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一
時差異については32.2％となります。 
 この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が
14,715千円、その他有価証券評価差額金が528千円それぞれ増加し、当事業年度に計上され
た法人税等調整額が14,187千円減少しております。 
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関連当事者との取引 
 (1) 親会社及び法人主要株主等 

(単位：千円) 
 

種類 会社等の名称 
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 日立造船㈱ 
(被所有) 
 直接 41.8％
 間接  0.2％

同社製品の
輸送及び荷役
役員の兼任

製品資材輸送 2,302,543 売 掛 金 595,839 

 
(注) 製品及び資材の輸送は、受注に際して価格を交渉の上一般的な取引条件と同様に決定しており

ます。 
   また、上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含

まれております。 

 
 (2) 子会社及び関連会社等 

(単位：千円) 
 

種類 会社等の名称 
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引内容 取引金額 科目 期末残高 

子会社 大浪陸運㈱ 
所有 
 直接 100％

陸上輸送の
発注 
役員の兼任

陸上輸送 
 
不動産の賃貸

1,438,791

6,498

買 掛 金 
 

― 

138,899 
 

― 
 

(注) 陸上輸送は、発注に際して価格を交渉の上一般的な取引条件と同様に決定しており、不動産の
賃貸については、近隣の価格を参考にして双方協議の上決定しております。 

   また、上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含
まれております。 

 
 (3) 兄弟会社等 

(単位：千円) 
 

種類 会社等の名称 
議決権等の所有
(被所有)割合

関連当事者
との関係

取引内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 
の 

子会社 
㈱ニチゾウテック 

(被所有) 
 直接 0.0％

有形固定資産
建設の発注

有形固定資
産の取得 

386,500 ― ― 

 
(注) 有形固定資産建設の発注に際して価格を交渉の上一般的な取引条件と同様に決定しております。 
   また、上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

 
１株当たり情報に関する注記 
  １株当たり純資産額 498円20銭

  １株当たり当期純利益 29円35銭
 
 


